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目的の妥当性

対象の妥当性

1

93,012

幼年・少年消防クラブ員、婦人防火クラブ員により、市民の防火意識向上を図るため、大型物品販売店駐車場等で市民に防火チラシな
ど啓発用品を配布し火災予防を訴えることで、市民と各クラブ員の防火意識の普及を図った。
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13-３　火災予防対策の推進
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総務課防火意識啓発事業
防火意識啓発事業
自治事務

防災係
0765-23-1078
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指　標　名

導入予定なし

幼年・少年消防クラブ員、婦人防火クラブ員により、市民の防火意識向上を図るため、大型物品販売店駐車場等で市民
に防火チラシなど啓発用品を配布し火災予防を訴えることで、市民と各クラブ員の防火意識の普及を図る。

実績
28年度

防火クラブ員の活動により市民の防火防災意識を向上させる。

1、消防フェスタの開催　２、小学生防火ポスター・住宅用火災警報器設置促進標語の審査会・展示・表彰　３、富山
県小学生火災予防研究発表大会出場　４、防火クラブ通信の発行　５、一日消防署入署
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　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち
６　生命と財産を守る安全・安心な暮らしの確保
13　消防・救助・救急体制の整備

②県支出金

④負担金補助及び交付金
21,000

計画

市民が防火意識を持つことにより、安全安心な暮らしやすいま
ちづくりとなる。
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市民の防火意識の向上を図る。
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③人件費（②×＠
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類似する事業はない。
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防火クラブ員の活動により、市民の防火防災意識を向上させ
る。

１ 妥当である
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決算増減率

1,400 
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市民の防火意識の向上を図るため、防火チラシなど啓発用品を
配布し火災予防を訴えることで、市民と各クラブ員の防火意識
の普及を図る。

２ 普通 活動の実施に当たり、必要最小限の事業費である。
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不要補助率及び上限額について見直す余地あり ２次評価 　

適正に実施されている。

市の責任であり、市が全額負担することは妥当である。

Ｂ 実施主体の適正化

１ 適正である
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96,000


